
地方公務員法及び吉賀町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、職員の任用、
職員数、勤務時間等人事行政の運営等の状況についてお知らせします。

【１．職員の任免及び職員数に関する状況】

職員数

【２．職員の給与の状況】

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計当初予算・一般職）

（注）職員手当とは、扶養手当、通勤手当、時間外手当などの諸手当で、退職手当は含まない

(3) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）

(4) 職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円
円 円

(5) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

千円
613,248

千円 千円
6,814

40.0

平均年齢

吉賀町
円 歳 円

278,300
歳

300,200 38.3

179,200
147,100

吉賀町人事行政の運営等の状況報告（平成30年度）

　町職員の給与は、条例、規則などで定められています。職員の給与には、基本給としての給料
と、扶養、住居、通勤手当や民間の賞与にあたる期末・勤勉手当などがあります。これらの給与の
状況を公表します。

29年度

区分

　　　　Ｂ

　　　計　　Ｂ

実質収支歳 出 額

　　　　Ｂ／Ａ　　

初任給 初任給

　　　　Ａ
区　分

職員手当Ａ

住民基本台帳人口

6,286

（29年度末）
人

国吉　　賀　　町

―
（注） 経験年数とは、卒業後直ちに採用された場合は、採用後の年数をいうもの

30年度

区　　　分

一般行政職

技能労務職
中　学　卒

一般行政職
区分

134,228

経 験 年 数 10 年

人 千円 千円

一般行政職
大　学　卒

区　　　分

技能労務職
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額

―高　校　卒
―

経 験 年 数 15 年
347,800317,600大　学　卒 276,000

――

経 験 年 数 20 年

千円

高　校　卒
179,200
147,100

―

―
―

高　校　卒
―

期末・勤勉手当給　 料

14.3

一人当たり給与費

15.0

給 与 費

（参考）
Ｂ／Ａ　　　
人 件 費 率

28年度の人件費率
％ ％

人 件 費

90 322,931 156,089

職員数

6,632,939
千円

113,238
千円

993,899

Ｈ30.4.1現在職員数

95
6

101

採用者数 退職者数
Ｈ29.4.2～Ｈ30.4.1

4 2
1

区　　　分

行　政　職
現　業　職
合　　　計

Ｈ29.4.1現在職員数

93
6
99 3

1
5



(6) 一般行政職の級別職員数の状況（平成３０年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　吉賀町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務

(7) 職員手当の状況

月分 月分
月分 月分
月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　○　退職手当（平成３０年４月１日現在）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給され
た平均額

　○　 特殊勤務手当

　○　 時間外勤務手当

21,503

千円

千円
支給職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算） 409 千円

支給実績（２８年度決算）

グレーダー及び除雪用
ジープの運転に従事し
た職員

36,844

―

千円

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価
手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算）

月分

　定年前早期退職特例措置2～20％加算

47.7090

月分
月分39.7575

月分

24.58688月分 24.58688

月分

千円

月分 19.6695

勤続２５年
勤続３５年
最高限度額月分

勤続２５年
勤続３５年

47.7090最高限度額

33.2708

39.7575
28.0395

47.7090
月分
月分

月分1.225

16

その他の加算措置

勤続２０年

（29年度支給割合）

2.60
1.375 月分

月分

主　　　　任
14

2　　　級

月分

24.2

18.2

　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

国

課　　　　長

主　　　　幹

主　任　主　事

40.8038

5

21.2

1　　　級

3　　　級

12

勤続２０年

10

19.6695
月分

1.80

（支給率）　　　　自己都合　応募認定・定年

月分

吉　　　　　　　　　賀　　　　　　　　　町

計

職制上の段階、職務の級等による加算措置有

13.69

吉　　　　　　　　賀　　　　　　　　　町

　６月期 1.225 　６月期

15.2

28.0395

国

0.95

（支給率）　　　　自己都合　　応募認定・定年

1.80計 月分

0.85

課　長　補　佐

支給実績（２９年度決算） 40,996
支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算）

―

1
手当の名称

　円

455

4　　　級

2.60

0.90
0.90

（29年度支給割合）

１２月期

　○　期末手当・勤勉手当

5　　　級

6　　　級

　　　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当

構成比

主　事　補　、主　　　事
7.6

標準的な職務内容 職員数区　　　　分

0

日額　　2,000円除雪車乗務手当 建設水道課職員

その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　

支給実績（２９年度決算）

  ％職員全体に占める手当支給職員の割合（２９年度）

1.375

職制上の段階、職務の級等による加算措置有

１２月期

千円

月分
33.2708 月分
40.8038 月分
47.7090 月分



　○　 その他の手当

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

異なる

自家用車
等の通勤
距離区分
及び手当
額が異な

る

9,950 118,000

（平成２９年度決算）

同じ ― 12,689 223,000

189,000― 5,651

国の制度
との差異

国の制度
と　異な
る内容

支給実績
（Ｈ２９年度決算）

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

職員が宿日直勤務を行
う場合に支給
1回につき4,200円

休日勤務手当 0異なる

支給額
休日勤務時間数×勤務
1時間当たりの給料額
×135/100

勤務1時間
当たりの
給料額の
算出方法
が異なる

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の午
前5時までの間に勤務
したときに支給
支給額
時間外勤務時間数×勤
務1時間当たりの給料
額×25/100

0

同じ

0

1,000

勤務1時間
当たりの
給料額の
算出方法
が異なる

― 44,000

異なる

0

扶養手当

配偶者　10,000円　配
偶者以外の扶養親族
8,500円（配偶者がい
ない場合は10,000円）
特定期間（満16歳年度
初め～満22歳年度末）
の子5,000円加算

賃借住宅
家賃が12,000円を超え
る場合には支給 支給
限度額27,000円

夜間勤務手当

宿日直手当

416,000
課長・室長・所長・教
育次長・議会事務局長
41,600円／月

住居手当

通勤手当

交通機関利用者
運賃等の相当額　支給
限度額55,000円
交通用具使用者
片道2㎞以上の場合に
通勤距離に応じて支給
2,400円～32,800円

管理職手当

国（俸給
の特別調
整額）は
役職に応
じ定額支
給

異なる 4,991

同じ



（８）特別職の報酬等の状況（平成２９年４月１日現在）

円
円
円

月分

月分

（９）部門別職員数の状況と主な増減理由（平成３０年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計

（１０）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　・定員適正化目標（数・率）

　・定員適正化計画（第３次定員適正化計画）

計画期間は、平成２７年度を基準年とし、平成３２年度までの５年間とする。
平成２７年４月１日現在の職員数９７人に、１人加えた９８人を基準数とする。

1 △ 22 1

1人― 5人 3人

1増　　　　　減 ―

1人 5人
新　規　採　用 ― 6人 5 2人 2人 3人
前年度末退職者

Ｈ30年 Ｈ31年 Ｈ32年
職　員　数 97人 98人 98人 99人 100人 98人

合　　計

年　　　　　度 Ｈ27年 Ｈ28年

[ 114］ [ 114］

Ｈ29年

99 101

公営企
業等会
計部門

一般行
政部門

衛　生
民　生 12

1

特別行
政部門

議　会

育児休暇職員の補充税　務 7 8

607,500円×在職年数×2.7

主 な 増 減 理 由平成29年 平成30年
人1 1 人

3.35 役職加算　10％

議 長
副 町 長

退
職
手
当

　　（算定方式）
町 長
副 町 長

720,000円×在職年数×4.5

期
末
手
当

　　（２９年度支給割合）
3.30 役職加算　10％

　　（２９年度支給割合）

［　　 ］

1
1

607,500円

240,000
203,500

2

副 議 長

区 分

学校給食会の解散による業務増

3

（支給時期）
在任期間ごと
在任期間ごと

農林水産

職 員 数 対前年
増減数

総　務 26 26

　　　　　区　　分
　部　　門

12

議 長 288,500

給 料 月 額 等

給
料

720,000円

12小　計
12

町　　長
副 町 長

5

教　育

町 長

2

76
土　木
商　工

小　計

13

9
労　働 1

9

5

1
13

議 員

議 員
副 議 長

報
酬

2

2
11
6

77

13
13

小　計 11

3
2

水　道

6その他
下水道



【３.職員の勤務時間その他の勤務条件の状況】
（１）勤務時間

（２）休暇の概要

【４.職員の分限及び懲戒処分の状況】
（１）分限処分者数（平成２９年度）

（２）懲戒処分者数（平成２９年度）

全職員に対し、1年につき20日間付与（前年に未使用日数があ
る場合は、最大20日を翌年繰越）

職員が公務上負傷若しくは疾病し、又は通勤により負傷若しく
は疾病にかかった場合その療養期間中は、病気休暇を与える。

職員が私事による負傷又は疾病にため療養を要する場合は、引
き続き３月を超えない範囲内においてその療養に必要と認める
期間。ただし、結核性疾患の場合にあっては、１年以内の期間
とすることができる。

骨髄提供休暇

介護休暇

病 気
休 暇

公務上の傷病

その他の傷病

種　　　　　類 概　　　　　　　要

年次有給休暇

勤務時間等

毎週月曜日から金曜日までの週５日間
（国民の祝日及び１２月２９日～１月３日を除く）

午前８時３０分～午後５時１５分
休憩時間午後１２時～午後１時　７時間４５分勤務

３８時間４５分勤務（７時間４５分×５日間）１週間当たりの勤務時間
年間総勤務時間 ２，０１５時間勤務（３８時間４５分×５２週間）

区　　　　　　分

勤務を要する曜日

１日当たりの勤務時間

必要と認める期間

配偶者、父母、子、二親等以内の親族で職員と同居している者
で、負傷、疾病等により２週間以上にわたり日常生活を営むの
に支障がある者の介護をするため、３回を超えずかつ通算して
６月を超えない範囲内で認められる期間。休暇期間中の給与は
減額。

特別休暇
選挙権その他公民としての権利の行使、婚姻、出産、交通機関
の事故その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相当
であると認められる場合の休暇。

種　　　類
公民権行使休暇

付与日数
必要と認める期間

（３）特別休暇の種類（主なもの）

産前産後休暇
育児時間

７日以内
７日以内（週休及び休日を除く）
産前・・８週間（多胎妊娠の場合、１４週間）産後・・８週間
満１歳まで１日１２０分以内、満１歳～３歳まで１日６０分以内

ボランティア休暇
結婚休暇

入院から出産後２週間の期間内で４日以内
５日以内

　　　　　　　　　　　処分事由
処分の種類
勤務成績が良くない場合

配偶者出産休暇
看護休暇

合　　計降　　任 免　 職 休　　職

心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
その他

合　　　　　　計

降　　給

0

0
0
0
0

0
0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
00

　　　　　　　　　　　処分事由
処分の種類

戒　　告 減　 給 停　　職

0

心身の故障の場合

（単位：人）

（単位：人）

免    職 合　　計

0

勤務成績が良くない場合

その他
職に必要な適格性を欠く場合

0合　　　　　　計 0 0 0



【５.職員の服務の状況】
（１）職員の年次有給休暇の取得

（２）育児休業の取得状況（平成２９年度）

（３）介護休暇の取得状況（平成２９年度）

【６.職員の研修及び勤務成績の評定の状況】
（１）職員研修の状況（平成２９年度）

人

人

人

人

人

（注）平成２９年度研修受講者の延べ人数

【７.職員の福祉及び利益の保護の状況】
（１）安全衛生管理体制

1 1 1町長部局

衛生委員会 安全委員会

委員会

選 任 す
べ き 事
業 場 数

うち設置
事業場数

設置す
べき事
業場数

う ち
設 置
事 業
場 数

1

教育委員会部局

選任者数
実 選 任
者 数

1 1

　　　　　 選任状
況
部　　　局

選 任 す
べ き 事
業 場 数

うち選
任事業
場 数

左のう
ち、安
全衛生
委員会
として
設置し
ている
事業場

数

産業医

0
0

男性職員
合　　計

0
0
0

0
0
0

女性職員 0

（単位：人）

総付与日数
Ａ（日）

総取得日数
Ｂ（日）

全対象職員数
Ｃ（人）

平均取得日数
Ｂ/Ｃ（日）

消化率
Ｂ/Ａ（％）

区　　　　分 男　　　　　性 女　　　　　性

3,067 1,079 81 13.3

(注)１ 対象期間は、暦年（平成２９年１月１日～平成２９年１２月３１日）
　　２ 対象職員は、平成２９年１月１日～平成２９年１２月３１日の全期間を在職した一般職員　　

35.2

新たに育児休業を取得した者
前年度から引き続いて取得している者

0 1
0 0

研　修　内　容　等

研 修 所 研 修
新規採用職員研修、第Ⅰ課程・第Ⅱ課程研修、新任係長研
修、中堅職員研修、新任課長補佐研修等

35

（単位：人）

介護休暇取得者数
休暇の取得形式

全日型中心 時間型中心

自 主 研 修

各 種 専 門 研 修

そ の 他 の 研 修

合 計

研　修　区　分 受講者数

2

選任すべ
き事業場

数

う ち 選
任 事 業
場 数

選 任 す
べ き 事
業 場 数

180

12

13

240

1 1

9 9

選 任
す べ
き 事
業 場
数

う ち 選
任 事 業
場 数

うち選任
事業場数

1 1

メンタルヘルス研修等

財務研修等

人権同和研修等

安全衛生
推進者等

選任
者数

衛生管理者

選 任 す
べ き 事
業 場 数

町長部局

教育委員会部局

うち選
任事業
場 数

　　　　　選任状況
部　　　局

総括安全
衛生管理者

安全管理者



（２）職員のための福利厚生活動事業（平成２９年度）

○　福利厚生事業に係る予算額等について

（３）職員の健康診断受診者数（平成２９年度）

人
人

（４）公務災害補償制度

人間ドック（島根県市町村職員共済組合主催）
定期健康診断

平成29年5月29日　　　咬傷

災　害　の　概　要加　入　団　体 災害件数

受診者数（延べ人数）
41
149

健康診断の種類

平成29
年度決
算

①福利厚生事業に係る決算額 2622千円

共
済
会
関
係

②①のうち共済会に対する補助金等の額 　　　　Ａ　  　  682千円

⑥掛金の算出方法 給料月額×1.5/1,000

③②のうち共済会の事務費・人件費に係るものの額 　　　　Ｂ　　   　17千円

⑦会員１人当たりの補助金額（（Ａ－Ｂ）/会員数） 6650円

④会員による掛金の額 　　　　Ｃ　  　  682千円
⑤公費負担率（Ａ－Ｂ）/（Ａ－Ｂ+Ｃ） 49.4％

　　　　Ｃ　 　   671千円
⑤公費負担率（Ａ－Ｂ）/（Ａ－Ｂ+Ｃ） 48.2％
⑥掛金の算出方法 給料月額×1.5/1,000
⑦会員１人当たりの補助金額（（Ａ－Ｂ）/会員数）

平成28
年度決
算

①福利厚生事業に係る決算額 3083千円

共
済
会
関
係

②①のうち共済会に対する補助金等の額 　　　　Ａ　  　  648千円
③②のうち共済会の事務費・人件費に係るものの額 　　　　Ｂ　　   　23千円

職員が各種福利厚生事業を行うのに対し、補
助金を交付する。

0

①福利厚生事業に係る予算額 3132千円
②①のうち共済会に対する補助金等の額共

済
会
関
係

③②のうち共済会の事務費・人件費に係るものの額
④会員による掛金の額

6250円

⑥掛金の算出方法

合　　　　　計 2,622

　　　　Ｃ　 　   697千円

⑦会員１人当たりの補助金額（（Ａ－Ｂ）/会員数）

平成30
年度予
算 48.9％

給料月額×1.5/1,000

④会員による掛金の額

6594円

決算額（千円）

互助会負担金
島根県市町村職員共済組合の互助会に加入の
ため職員の掛金及び負担金を納入している。

624

367メンタルヘルス対策事業
職員の精神疾患の予防など、カウンセリング
や研修等を実施する。

⑤公費負担率（Ａ－Ｂ）/（Ａ－Ｂ+Ｃ）

福利厚生費

事　　業　　名 事業の概要・目的

　　　　Ｂ　　   　31千円
　　　　Ａ　  　  697千円

健康診断事業 職員に対して法定健康診断を実施する。 1,631

平成29年7月18日　　　裂傷

平成29年8月31日　　　挫傷

地方公務員災害補償基金島根県支部 ３件



【８.職員の競争試験及び選考の状況】
・試験実施概要

・試験実施結果

学校給食調理員

一般事務
（高卒程度）

採 用 予
定 人 員

若干名

若干名

若干名

若干名 2人 2人 1人 1人 1人 2

保健師

平成
29年
11月6
日
～平
成30
年1月
5日

平成
29年
7月10
日
～平
成29
年8月
18日

身体障がい者
限定

昭57年4月2日～
平成12年4月1日に生まれ
た人

一般事務

平成
29年
7月10
日
～平
成29
年8月
18日

保健師

1人 0人

平成
30年2
月18日

教養試験
（120分）
事務適性検査
（10分）

　論文試験
　人物試験
（個人面接）

平成
29年
9月
17日

平成
29年11
月18日

－ － － －

　論文試験
　人物試験
（個人面接）

教養試験
（120分）
事務適性検査
（10分）

平成
30年2
月18日

教養試験
（120分）
事務適性検査
（10分）

　論文試験
　人物試験
（個人面接）

平成
29年
9月
17日

平成
29年11
月18日

教養試験
（120分）
事務適性検査
（10分）
専門試験
（90分）

平成
30年
1月
28日

平成
30年
1月
28日

最終 倍率
(A)/(B)

１次試験合格
者 数

　論文試験
　人物試験
（個人面接）

平成
29年
7月10
日
～平
成29
年8月
18日

平成
29年
9月
17日

平成
29年11
月18日

労務適正検査
（60分）

受験者数（A）

　論文試験
　人物試験
（個人面接）

昭62年4月2日～
平成9年4月1日に生まれ
た人

平成
29年
11月6
日
～平
成30
年1月
5日

高卒程度

昭62年4月2日～
平成12年4月1日に生まれ
た人

受験申込者
数

学校給食調理員

職 種
２次試験合格
者 数

昭52年4月2日～
平成12年4月1日に生まれ
た人

1人 1人

4人 4.527人 8人18人

最終合格者数
（ B ）

0人 － －

4人

－
一般事務

（身体障がい者限定）

試験内容

職種 試験名 受験資格

試験日程

第２次試験第１次試験

受
付
期
間

第
一
次
試
験

第
二
次
試
験



【９.勤務条件に関する措置の要求の状況】

措置の要求の概要

【１０.不利益処分に関する不服申立ての状況】

不服申立ての概要

平成２９年度の要求件数 0

平成２９年度の要求件数 0


